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新野洲新野洲新野洲新野洲クリーンセンターのクリーンセンターのクリーンセンターのクリーンセンターの運営運営運営運営にににに関関関関するするするする基本方針基本方針基本方針基本方針    

 

 

 平成 28年 10月から稼働を予定している新野洲クリーンセンター（以下「新センター」

という。）に関して、処理施設運転など施設の管理運営については、委託等の手法検討に相

当期間を要することから、詳細検討に先立ち、以下のとおり基本方針を定めるものとする。 

 

①①①①基本方針基本方針基本方針基本方針のののの範囲範囲範囲範囲    

  各施設の運営方法（業務の概要）について、この基本方針で定める範囲は以下の通り 

とする。（網掛けが対象） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

※余熱利用施設、リサイクルセンター（啓発、展示機能）、多目的広場及び遊歩道の運営・

管理は、処理施設と機能的に異なるため別に定める。 

 

②スケジュール②スケジュール②スケジュール②スケジュール    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

施設管理施設管理施設管理施設管理：：：：運転管理業務運転管理業務運転管理業務運転管理業務、、、、施設維持業務施設維持業務施設維持業務施設維持業務、、、、消耗品消耗品消耗品消耗品・・・・用役調達業務用役調達業務用役調達業務用役調達業務、、、、そのそのそのその他関連業務他関連業務他関連業務他関連業務    

敷地管理敷地管理敷地管理敷地管理：：：：清掃業務清掃業務清掃業務清掃業務、、、、警備業務警備業務警備業務警備業務、、、、植栽管理業務植栽管理業務植栽管理業務植栽管理業務、、、、そのそのそのその他関連業務他関連業務他関連業務他関連業務    

熱回収施設熱回収施設熱回収施設熱回収施設    

・処理施設、建築設備 

・計量棟、車庫棟含む 

 リサイクルセンターリサイクルセンターリサイクルセンターリサイクルセンター    

 ・破砕選別施設 

 ・建築設備 

※リサイクルセンター 

・施設内啓発、展示機能 

場内道水路等付帯

設備、植栽、法面 

洪水調整池 

※多目的広場 

※遊歩道 

 

※余熱利用施設 

・温水利用機能等 
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③③③③運営運営運営運営（（（（委託委託委託委託））））のののの手法手法手法手法についてについてについてについて    

新センターの施設運営は、包括的管理委託（性能発注）とし、委託期間は、建設工事に

係るメーカーの「かし担保期間」（３年間）と、「かし担保期間後」で区分する。 

 

 ○手法の選択について 

公設民営方式（DB+O）による包括的管理委託（長期包括的管理）とは、従来の仕様書発注による

単年度運転管理委託から、施設の維持管理にかかる業務委託の範囲を、物品・用役調達＝ユーティリ

ティ管理（設備消耗品、薬品、燃料等の調達）や施設補修まで拡大した性能発注に基づく施設管理運

営委託であり、施設の運営に係る部分に性能発注レベルを拡大し、また長期的に委託することで維持

管理コストの低減を図ろうとするもの。 

 

        包括的管理委託（長期包括的管理）は、下水道の分野で先行しており、平成13年4月に国土交通省

より、「性能発注の考え方に基づく民間委託のためのガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）

が公表され、一般廃棄物処理施設においても、既存施設を中心に徐々に導入されている。 

    

  ・従来方式  仕様発注による単年度の運転管理（用役調達、施設維持補修工事発注は市が担当）  

委託レベル 1(Lv.1)  ※現クリーンセンターの運転委託方法（限定的管理） 

  ・包括方式  性能発注による複数年度の運営管理委託（包括的管理委託） 

           委託レベル２(Lv.2)  運転管理、消耗品・用役調達 

              委託レベル３(Lv.3)   運転管理、消耗品・用役調達、施設維持（補修等） 

 

  定量的評価 
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○定量的評価（経済性の検討）について 

 ・VFM（Value For Money）は、「支払いに対して最も価値の高いサービスの供給」をいう。 

 ・VFM（VFM）は、一定期間の長期的包括管理委託（Lv.2又は Lv.3）と、単年度限定的委託（Lv.1）

の必要経費（支出額）を比較するものとして、次式により算出した。 

VFM（％）=（単年度委託支出額－長期包括的委託支出額）÷単年度委託支出額×100 

  ・現在価値へ換算する際の割引率は、国の「公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針」では

４%であるが、ガイドラインによる長期国債利回りの過去平均及び長期的見通しを考慮し、当該

VFM算定においては３%とした。 

 ・本算定においては、参考として市職員による直営運転管理（公共）との比較も行った。 

 

 ※検討結果  「かし担保期間」     ３年間   VFM  1.69% （16,288千円） 

        「かし担保期間後」 想定１２年間   VFM  3.44% （180,655千円） 

※算定の結果がプラスであり、VFMがあると判断できる。 

 

 

○委託（事業）期間について 

   包括的管理委託については、ガイドラインでは３～５年間とされており、竣工後のプラント工事

に係るメーカーの「かし担保期間」も３年間で設定している。 

また、長期包括的管理委託の場合、一般廃棄物処理施設において採用自治体の多くは１０～２０

年間で設定しているが、１０年以上の長期包括的管理委託期間を終了し、正確に評価した事例が把

握できないため、新センターの運営に関しては、長期によるリスクを低減するため、初期の委託期

間は３年間とし、それ以後（想定では大規模改修工事を要する時期までの１２年間）について、初

期３年間のモニタリング評価に基づき、改めて検討するものとする。 

 

（ガイドライン抜粋） 

委託期間については、委託者にとっては委託事務量の軽減等のメリットが、受託者にとっては維持管理ノウハ

ウ構築のインセンティブ、安定的な業務の遂行等のメリットがあることから、原則として複数年、例えば３～５

年であるものとする。なお、複数年契約となるため、地方公共団体においては、予算で債務負担行為として定め

ておく必要がある。 

 

 

 

定性的評価 

 一般廃棄物処理施設の運営にあたっては、コスト削減のみを重要視するのではなく、施設の性質

上、住民の安全・安心、そして処理の安定性・継続性等を確保するために、施設の実情と照らし合

わせ、コスト以外の要素（定性的評価）も踏まえて総合的に委託方式を選択していくことが求めら

れる。 

 

 ・定性的評価とは、サービスの質を評価するものであり、「安全・安心」、「安定性」、「柔軟性」、「事

業の円滑性」について、次表によりそれぞれ単年度限定的管理委託と長期包括的管理委託につい

て比較した。 
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 (1)安全・安心に関する評価 

評価項目 単年度限定的管理委託 長期包括的管理委託 

市民の安心感 
○市の関与が大きいため市民の安心
感は得られやすい 

 

事業の透明性 
○情報開示が容易である ※第三者機関のチェックや適切なモ

ニタリングにより確保可能 

環境の保全性 
○公共主体であり、基準に対し余裕を
持った運転が可能 

○設備の適正な維持管理により環境
性能低下が発生しにくい 

リスク分担 
○単年度のためリスク管理が容易 ○リスク負担を事業者に移転できる 

※短期間であればリスク管理可能 

  

(2)安定性に関する評価 

評価項目 単年度限定的管理委託 長期包括的管理委託 

ごみ量の変動 
○ごみ量の変動による対応は問題と
なりにくい 

※ごみ量の変動は変動リスクとして
取り扱うことで対応可能 

事業の継続性 
 ○事業期間中は同一の事業者により

安定的に事業継続が可能 

事業の質 

 ○事業経験により創意工夫やノウハ
ウが発揮できる 

○長期整備計画に基づく維持補修に
より設備の性能維持が期待できる 

 

 (3)柔軟性に関する評価 

評価項目 単年度限定的管理委託 長期包括的管理委託 

市施策への対応 
○年度毎の契約見直しにより柔軟な
対応が可能 

※短期間であれば対応は可能 

災害時等の対応 
○公共主体のため柔軟な対応が可能 ○事業者の人材や技術的支援が期待

できる 

 

 (4)事業の円滑性に関する評価 

評価項目 単年度限定的管理委託 長期包括的管理委託 

事業者との契約 
○原則的に毎年度競争原理が働く、 
○事業者の倒産によるリスクが低い 

○年度毎の契約事務が省ける 

市職員の配置  ○必要最小限の配置が可能 

財政負担  ○財政負担が平準化できる 

  
 ※評価方法について 

    定量的評価（VFM）のように数値による評価は困難であることから、以下により評価する。 

    ・「○」 他方より明らかにメリットがある事項 

    ・「※」 措置を講じること等により、他方と同一のメリットが得られる事項 

 

○定性的評価について 

 単年度限定的管理委託と長期包括的管理委託で、他方よりメリットを有すると判断できる項目は

概ね同数であった。 

また、それぞれ一長一短があり、重視する項目によって評価は異なるが、どちらか一方が著しく

劣ることはない。 

 

 上記により、定性的評価では、単年度限定的管理委託と長期包括的管理委託は同等とする。 
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技術的な要件 

    

新センターは、従来の焼却処理施設や粗大ごみ処理施設のように、ごみを衛生的に処理するだけでな

く、高度な技術を基に環境負荷をより低減しながら、熱回収施設では、ごみを燃料として扱い、将来整

備予定の余熱利用施設へ継続安定的に温水を供給するため、年間の処理計画について余熱利用施設の運

営に支障が生じないように運転する必要があり、またリサイクルセンターにおいても、リユース、リサ

イクルの推進はもとより、多種多様のごみに対し、安全性を確保しながら安定した処理が求められる。 

 

以上を踏まえながら、単年度限定的管理委託又は、長期包括的管理委託に係わらず、施設運営（運転）

の受託者に求める技術的な要件については、以下を基本とする。 

 

 1) 最適な施設運転について 

    新センターは、高度な技術及びノウハウが盛り込まれた特殊なプラント施設であり、特に運転

に際しては施設の能力を最大限に発揮することが重要である。 

    また、日常点検・管理も厳格かつ合理的に行いながら、設備の耐用、作業環境の改善について

も促進を図る必要があり、安全かつ安定した運転を継続しながら万全の公害防止対策を講じなけ

ればならない。 

 

 2)  責任の所在について 

    設備トラブル発生時においては、それまでの対応も含め責任の所在を明確にしておく必要があ

るが、受託者は自らの責任において生じた運転管理の不始末について、機器の性能、あるいは施

工時の問題と責任転嫁することなく、故障原因の究明及び修復対応において、運転停止期間に及

ぼす影響を最小限に止めるための措置を講ずるとともに、設備トラブル抑制のために施設の最適

な管理方法などについて熟知していなければならない。 

 

3)  運転技術の習熟について 

    日々変化するごみ質等について、最適な運転方法を確保する必要があり、運転に際しては、機

器の仕様及び特性、自動運転の制御内容など、全システムの把握が必須で、市及びメーカーが行

う運転指導期間内に十分な運転技術の習得は勿論のこと、操業開始直後から、施設の能力を最大

限に発揮させなければならない。 

 

 4)  技術力の保持について 

    受託者は、関係法令の改正や新技術に関する情報収集を迅速に行い、運転従事者に対して確実

に伝達及びフィードバックを行い、施設の運転管理に反映させるとともに、施設の維持及び補修

時においても関連作業を合理的に実施でき、かつ市の意向に沿い的確かつ柔軟に対応しなければ

ならない。 

 

 （参考）施設運営（運転）に従事する技術者について 

    新センターの運営（運転）に際しては、廃棄物処理施設技術管理者をはじめとして、関係法令

に基づき様々な資格要件が必要となるが、その他に燃焼・熱管理・環境・電気・機械・制御など

の分野において、相応の技術及び経験を有する従事者を配置することが必要となる。 
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④④④④発注発注発注発注・・・・選定選定選定選定方式方式方式方式についてについてについてについて    

総合評価一般競争入札方式とする。 

 

  ガイドラインでは、包括的民間委託は、効率的で質の高いサービスを提供するため、民間事業者の

有する技術能力を積極的に活用することを目的とするものであることから、委託者においては、民間

事業者の選定に当たり、委託料のみならず、民間事業者の有する技術能力も含め、総合的に評価でき

るような発注方式を検討することとされているが、ガイドラインでは下記に分類されている。 

 

留意事項３ 

総合評価一般競争入札については、「地方自治法施行令の一部を改正する政令（平成11 年2 月17 日公

布施行）等により、改正追加された地方自治法施行令第167 条の10 の2 等に基づき、以下の事項その他が

規定されている。 

・総合評価一般競争入札を行おうとするときは、あらかじめ、落札者決定基準を定めなければならない。 

・落札者決定基準は、入札の公告時に公表しなければならない。 

・落札者決定基準の決定及び落札者の決定にあたっては、2 人以上の学識経験者の意見を聴かなければな

らない。このため、総合評価一般競争入札においては、委員会等を組織して発注図書の作成や落札者の

選定を行う必要がある。 

 

○発注・選定方式については、「品確法」の理念に基づき、競争性を確保しながら、より技術能力を

重視し、品質の良いものを適正な価格で発注することのできる、総合評価一般競争入札方式を採用

するものとし、今後さらに検討を重ねる。 

 


